
　
億円

　

　
平成19年度 平成20年度 平成21年度 平成22年度 平成23年度 平成24年度 平成25年度

1,085,991 1,109,802 1,078,445 1,095,085 1,108,271 1,065,301 1,076,875

99,023 100,948 94,632 94,170 94,609 89,212 89,592

　

　

 固定資産税
決   算   額

　

(単位：千円）

都市計画税
決   算   額

　

（2）固定資産税・都市計画税
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□固定資産税 ■都市計画税



１．固定資産税のあらまし 

固定資産税は、毎年１月１日（賦課期日）現在、町内に土地、家屋、償却資産を所有している人が

納める税金です。 

 

１．納税義務者 

固定資産税を納める人は、原則として、固定資産の所有者で固定資産課税台帳に登録されている

人です。 

具体的には次のとおりです。 

(１)土地：土地登記簿又は土地補充課税台帳に所有者として登記又は登録されている人 

(２)家屋：家屋登記簿又は家屋補充課税台帳に所有者として登記又は登録されている人 

(３)償却資産：償却資産課税台帳に所有者として登録されている人 

ただし、所有者として登記（登録）されている人が賦課期日前に死亡している場合や農地法によ

り国が買収した農地、土地区画整理事業による仮換地等については、その土地、家屋を現に所有し

ている人が納税義務者になります。 

 

２．課税客体 

土地、家屋及び償却資産が固定資産税の対象となります。 

(１)土地：田、畑、宅地、塩田、鉱泉地、池沼、山林、牧場、原野その他の土地 

(２)家屋：住家、店舗、工場、倉庫その他の建物など、屋根及び周壁によって一定の空間を持つ

土地に定着した建造物 

(３)償却資産：土地及び家屋以外の事業に用いることができる機械、器具、備品等の資産（鉱業

権、漁業権などの無形減価償却資産は除く。）で、その減価償却額が法人税法等

の規定による所得の計算上損金又は必要な経費に算入されるもの 

 

３．課税標準 

固定資産の評価は、総務大臣が定めた固定資産評価基準に基づいて行われ、町長がその価格を決

定し、その価格をもとに課税標準額を算定します。 

(１)土地及び家屋の課税標準 

土地と家屋については、原則として基準年度（３年ごと）に評価替えを行い、賦課期日現在

の価格を固定資産課税台帳に登録します。第二年度及び第三年度は、新たな評価替えを行わな

いで、基準年度の価格をそのまま据え置きます。 

(２)償却資産の課税標準 

１月１日現在の償却資産の状況について、その所有者からの申告に基づき、毎年評価し、そ

の価格を決定して償却資産課税台帳に登録します。 

 

４．税額算定 

課税標準額×税率＝固定資産税額となります。 

(１)課税標準額 

原則として、固定資産課税台帳に登録された価格が課税標準額となります。しかし、住宅用 
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地のように課税標準の特例措置が適用される場合や土地について税負担の調整措置が適用さ

れる場合は、課税標準額は価格よりも低く算定されます。 

ア．土地：前年度課税標準額×負担水準による負担調整率 

負担水準とは、その年度の評価額に対する前年度課税標準額の占める割合で、これにより

負担調整率が決定します。小規模住宅用地、その他の住宅用地については、評価額にそれぞ

れの特例率（小規模住宅用地１／６・その他の住宅用地１／３）を乗じて算出します。 

イ．家屋：再建築価格×経年減点補正率 

評価の対象となった家屋と同一のものを評価の時点においてその場所に新築するものと

した場合に必要とされる建築費（再建築価格）を求め、家屋の建築後の年数の経過によって

生ずる損耗の状況による減価率（経年減点補正率）を乗じて算出します。 

在来分家屋の評価額は、基準年度ごとに、新築家屋の評価と同様に求めますが、その価額

が前年度の価額を超える場合は、通常、前年度の価額に据え置かれます。 

ウ．償却資産：取得価額×（１－減価率） 

取得価額を基礎として、取得後の経過年数に応ずる価値の減少（減価）を考慮して評価さ

れ、定率法によって減価償却した残存価格が課税標準額となります。 

(２)税率 

固定資産税の税率は、町の条例で１００分の１．４としています。 

市町村が税率を定める場合に、通常よるべきものとされている税率は、１００分の１．４（標

準税率）です。しかし、市町村で財政上特に必要があるときは、標準税率とは異なる税率を定

めることができます。 

(３)免税点 

町の区域内に同一人が所有する土地、家屋、償却資産のそれぞれの課税標準額が次の金額に

満たない場合には、固定資産税は課税されません。 

ア．土  地： ３０万円 

イ．家  屋： ２０万円 

ウ．償却資産：１５０万円 
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２．都市計画税のあらまし 

都市計画税は、道路、公園、上下水道などを整備する都市計画事業又は土地区画整理事業を行う市

町村において、その事業にあてるために、目的税として課税されるものです。 

 

１．課税客体 

都市計画法による都市計画区域のうち、原則として市街化区域内に所在する土地及び家屋が都市

計画税の対象となります。 

２．納税義務者 

都市計画税を納める人は、課税の対象となる土地及び家屋の所有者です。 

３．課税標準額 

土地、家屋とも固定資産税と同様の方法で求めます。住宅用地に係る課税標準の特例率について

は、小規模住宅用地で１／３、その他の住宅用地で２／３となります。 

固定資産税について免税点未満のものは、都市計画税はかかりません。 

４．税率 

税率は、１００分の０．３を上限として、市町村の条例で定めることとされており、当町では、

１００分の０．２としています。 

課税標準額×税率＝都市計画税額となります。 

５．納税の方法 

固定資産税とあわせて納めることになっています。 

 

※ 宅地の税負担の調整措置について 

  税負担の調整措置については、平成 9 年度から、地域や土地によりばらつきのある負担水準

（評価額に対する前年度課税標準額の割合）を課税の公平の観点から均衡化させることを重視し

た税負担の調整措置が講じられ、負担水準の高い土地は税負担を引き下げまたは据え置き、負担

水準の低い土地はなだらかに税負担を上昇させることによって負担水準のばらつきの幅を狭めて

いく仕組みが導入されました。 

 これまで、負担水準の均衡化・適正化に取り組んできた結果、ある程度、負担水準の均衡化が

進展しつつありますが、依然として地域や土地によってばらつきが残っています。 

こうした点を踏まえ、平成 24 年度から平成 26 年度までの税負担の調整措置については、これ

までの制度を継続し、負担水準の均衡化をより一層進めることを基本としつつ、併せて合理性が

低下した特例措置の見直しとして、平成 26 年度より住宅用地の据置特例が廃止されます。なお、

平成 24 年度及び平成 25 年度については、納税者の負担感に配慮する観点から、負担水準 90％

以上の住宅用地のみ据置特例が講じられています。 

 

１． 土地に係る固定資産税の負担調整措置 

（１） 宅地等 

① 商業地等 

  ア 負担水準が 70％を超える土地については、当該年度の評価額の 70％を課税標準額

とします。 
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  イ 負担水準が 60％以上 70％以下の土地については、前年度課税標準額を据え置きま

す。 

  ウ 負担水準が 60％未満の土地については、前年度課税標準額に当該年度の評価額の

５％を加えた額を課税標準額とします。 

    ただし、当該額が、評価額の 60％を上回る場合には 60％相当額とし、評価額の 20％

を下回る場合には 20％相当額とします。 

② 住宅用地 

ア 本来の課税標準額が以下の額を超える場合には、以下の額が 26 年度の課税標準額

となります。 

      25 年度の課税標準額 ＋ 本来の課税標準額 × 5％ 

 ただし、上記により計算した額が、本来の課税標準額の 20％を下回る場合には 20％

相当額とします。 

 住宅用地特例については、現行制度から変更ありません。 

    (注)住宅用地の据置特例は平成 24 年度及び 25 年度に限った経過的措置であり、平成 26

年度から据置特例はなくなりました。 

 

（２） 農地（一般農地及び一般市街化区域農地） 

前年度課税標準額に負担水準の区分に応じて一定の調整率を乗じる現行の負担調整

措置を継続します。（一般市街化区域農地に関する特例率（1/3）も継続します。） 

（３） 据置年度の価格の修正 

     土地の価格は原則として、基準年度の価格を 3 年間据え置きますが、価格を据え置

くべき平成 25 年度及び平成 26 年度において地価の下落があり、価格を据え置くこと

が適当でない宅地等について、簡易な方法によって価格の修正を行っています。 

 

２．都市計画税の税負担の調整措置 

 都市計画税の課税標準額も、固定資産税の負担調整措置と同様の方法により求めます。 
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商業地等の宅地  小規模住宅用地 
（％）    

  

７０％に引き下げ 

  特例（１/６） 

  

  

 

税負担据置 

 

  
   

〔A〕が価格×60％を 

上回る場合は 60％ 

 

 

前年度課税標準額 

+価格×5％=〔A〕 
 

 

  

  

  

  

 
 

〔A〕が価格×20％を 

下回る場合は 20％ 

  

 

  

↑ 

 

（注）住宅用地の据置特例は平成 24 年度及び 25 年度に限った経過的措置であり、平成 26

年度から据置特例はなくなりました。 
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０ 

２０ 

０ 

６０ 

２０ 

７０ 

 

固定資産税価格 

(地価公示価格×７割) 

１００ 

 

以下のいずれか低い額 

① 本来の課税標準額〔A〕 

② 前年度課税課税標準

額+〔A〕×5％ 

 

上記②が価格× 1/6 ×

20％を下回る場合は 20％ 

本来の課税標準額〔A〕 



　　　　　　年　度

　区　分 人数(人) 前年比(％) 人数(人) 前年比(％) 人数(人) 前年比(％) 人数(人) 前年比(％) 人数(人) 前年比(％)

固 定 資 産 税 8,793 100 8,781 100 8,801 100 8,817 100 8,920 101

都 市 計 画 税 6,660 100 6,657 100 6,675 100 6,693 100 6,691 100

5
4

　　　　　　年　度

　区　分 筆棟数 前年比(％) 筆棟数 前年比(％) 筆棟数 前年比(％) 筆棟数 前年比(％) 筆棟数 前年比(％)

土　　　地（筆） 25,332 100 25,337 100 25,384 100 25,331 100 25,256 100

家　　　屋（棟） 7,778 101 7,804 100 7,830 100 7,846 100 7,868 100

３．納税義務者数（現年課税分）の推移

24 25

22 23

4 ．土地の筆数及び家屋棟数（免税点以上）の推移

22 23

24 25

資料：平成26年度概要調書第2表、第22表

26

26

資料：当初賦課実績



調 定 額 収 入 額
調 定 額
前 年 比

収 入 額
前 年 比

調 定 額 収 入 額
調 定 額
前 年 比

収 入 額
前 年 比

調 定 額 収 入 額
調 定 額
前 年 比

収 入 額
前 年 比

土　　地 300,928 293,113 92.9 93.2 293,214 285,402 97.4 97.4 285,401 278,091 97.3 97.4

家　　屋 465,217 453,136 98.5 98.8 472,724 460,130 101.6 101.5 482,748 470,383 102.1 102.2

小　　計 766,145 746,249 96.3 96.5 765,938 745,532 100.0 99.9 768,149 748,474 100.3 100.4

償却資産 313,997 313,997 102.0 102.0 332,654 332,654 105.9 105.9 338,056 338,056 101.6 101.6

合　　計 1,080,142 1,060,246 97.9 98.1 1,098,592 1,078,186 101.7 101.7 1,106,205 1,086,530 100.7 100.8

土　　地 44,598 43,776 91.9 92.1 43,542 42,733 97.6 97.6 42,638 41,879 97.9 98.0

家　　屋 50,615 49,683 96.6 96.9 51,361 50,407 101.5 101.5 52,218 51,290 101.7 101.8

合　　計 95,213 93,459 94.4 94.6 94,903 93,140 99.7 99.7 94,856 93,169 100.0 100.0

調 定 額 収 入 額
調 定 額
前 年 比

収 入 額
前 年 比

調 定 額 収 入 額
調 定 額
前 年 比

収 入 額
前 年 比

調 定 額 収 入 額
調 定 額
前 年 比

収 入 額
前 年 比

土　　地 280,181 273,573 98.2 98.4 277,327 271,545 99.0 99.3 288,930 104.2

家　　屋 442,138 431,712 91.6 91.8 448,262 438,917 101.4 101.7 478,486 106.7

小　　計 722,319 705,285 94.0 94.2 725,589 710,462 100.5 100.7 767,416 105.8

償却資産 341,793 341,793 101.1 101.1 350,155 350,155 102.4 102.4 398,170 113.7

合　　計 1,064,112 1,047,078 96.2 96.4 1,075,744 1,060,617 101.1 101.3 1,165,586 108.4

土　　地 41,991 41,318 98.5 98.7 41,617 41,032 99.1 99.3 43,919 105.5

家　　屋 47,541 46,781 91.0 91.2 48,250 47,571 101.5 101.7 53,053 110.0

合　　計 89,532 88,099 94.4 94.6 89,867 88,603 100.4 100.6 96,972 107.9

 ５．調定額（現年課税分・免税点以上）・収入済額の推移

固定資産税

資料：決算統計（平成21年度～平成25年度）、当初賦課実績（平成26年度）

　　　　　　年　度

固定資産税

都市計画税

　区　分

24 25

23

5
5

26

都市計画税

　　　　　　　年　度

　区　分

（単位：千円・％）

21 22



　　　区　分

法定免税点 法定免税点

未満のもの 以上のもの

（㎡） （㎡） （㎡） (イ）－（ウ）（㎡）

（ア） （イ） （ウ） （エ）

一 般 田 122,688 3,346,375 284,396 3,061,979

市 街 化 区 域 田 12,719 30,665 52 30,613

一 般 畑 128,626 2,397,898 253,216 2,144,682

市 街 化 区 域 畑 59,597 317,387 3,542 313,845

小 規 模 住 宅 用 地 1,343,711 36,300 1,307,411

一 般 住 宅 用 地 681,088 915 680,173

商 業 地 等 777,009 356 776,653

計 198,081 2,801,808 37,571 2,764,237

20,978

一 般 山 林 248,650 3,518,500 468,612 3,049,888

介 在 山 林 30,575 334,732 32,475 302,257

55,727 466,259 131,482 334,777

ゴ ル フ 場 の 用 地

遊 園 地 等 の 用 地

鉄 軌 道 用 地 69 324,131 3 324,128

そ の 他 の 雑 種 地 55,541 743,357 82,113 661,244

計 55,610 1,067,488 82,116 985,372

3,805,637

4,738,888 14,281,112 1,293,462 12,987,650合　　　　　　　　　計

池　　　　　　　　　沼

山
林

牧　　　　　　　　　場

原　　　　　　　　　野

塩　　　　　　　　　田

鉱　　　　泉　　　　地

雑
種
地

そ　　　　の　　　　他

宅
地

非課税地積 評価総地積

　地　目

田

 ６．土地の概要に関する調

■　納税義務者数に関する調

■　価格等に関する調
地　　　　　　　　　　　　　　　　　積

資料：平成26年度概要調書第１表

畑

56

　　　　　　　区　分 法　定　免　税　点 法　定　免　税　点

　個　人 未　満　の　も　の 以　上　の　も　の

　法人の別 (人） (人） (人）

個　　　　　　人 7,978 1,692 6,286

法　　　　　　人 331 104 227

計 8,309 1,796 6,513

総　　　　　数



法定免税点 法定免税点 （キ）に係る 非 課 税 法定免税点 法定免税点 平均価格

未満のもの 以上のもの 課税標準額 筆　　数 未満のもの 以上のもの （オ）/（イ）

(千 円) (千 円) (オ)－（カ）（千円） (千 円) （ 筆 ） （ 筆 ） （ 筆 ） (コ)－（サ）（筆）（円/㎡）（円/㎡）

（オ） （カ） （キ） （ク） （ケ） （コ） （サ） （シ） （ス） （セ）

350,207 29,657 320,550 320,550 478 4,041 470 3,571 105 113

292,068 847 291,221 92,246 56 89 2 87 9,524 27,648

144,513 15,222 129,291 129,291 319 2,781 370 2,411 60 61

3,042,457 21,131 3,021,326 702,394 265 535 18 517 9,586 36,800

36,000,457 371,535 35,628,922 5,936,934 7,531 376 7,155 26,792 62,199

9,002,354 7,472 8,994,882 2,998,135 3,821 32 3,789 13,218 62,199

11,489,358 3,428 11,485,930 8,027,792 1,395 21 1,374 14,787 68,340

56,492,169 382,435 56,109,734 16,962,861 409 12,747 429 12,318 20,163 68,340

16

170,948 22,323 148,625 148,625 337 2,897 670 2,227 49 51

15,815 1,523 14,292 14,292 115 499 66 433 47 51

20,982 5,917 15,065 15,065 220 1,739 457 1,282 45 45

891,246 8 891,238 623,866 1 1,234 1 1,233 2,750 3,060

2,855,819 36,402 2,819,417 1,970,990 505 1,794 617 1,177 3,842 60,973

3,747,065 36,410 3,710,655 2,594,856 506 3,028 618 2,410 3,510 60,973

6,234

64,276,224 515,465 63,760,759 20,980,180 8,955 28,356 3,100 25,256 4,501

最高価格

（法定免税点以上のもの）
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資料：平成26年度概要調書第2表

地積による地目別構成比 課税標準額による地目別構成比

決　　　定　　　価　　　格 筆　　　　　　　　　数 単位当り価格

総　額 評価総筆数

田

23.7%

畑

19.0%宅地

19.6%

山林

27.0%

その他

10.7%

田, 2.0%
畑, 4.0%

住宅用地, 

42.6%

非住宅用

地 38.2%

山林, 0.8% その他, 

12.4%



　　　　区　分 地　　積 決定価格 課税標準額

平均価格 最高価格

(イ）/（ア）

（ア） (イ） （ウ） (円/㎡） (円/㎡）

繁 華 街

高度商業地区

普通商業地区 37,077 2,058,938 1,014,278 55,531 68,340 中央台２丁目

計 37,077 2,058,938 1,014,278 55,531 68,340

併用住宅地区

高級住宅地区

普通住宅地区 1,363,640 41,897,137 10,255,763 30,724 54,131 中央台１丁目

計 1,363,640 41,897,137 10,255,763 30,724 54,131

大 工 業 地 区

中小工業地区

家内工業地区

計

集 団 地 区

村 落 地 区 1,355,291 12,128,436 5,676,652 8,949 42,688 中川　堤下広町

計 1,355,291 12,128,436 5,676,652 8,949 42,688

8,229 25,223 16,168 3,065 6,403 柏木　谷津下

2,764,237 56,109,734 16,962,861 20,298

資料：平成26年度概要調書第4表

単位当り価格
最高価格地

の所在地
　地区別

商
業
地
区

住
宅
地
区

工
業
地
区

村
落
地
区

 生産緑地地区内の宅地

合　　　　　　　計
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観 光 地 区

農業用施設の用に供する宅地

 ７．宅地に関する調（法定免税点以上）

（㎡） （千円） （千円）



法定免税点 法定免税点

未満のもの 以上のもの

7,156 186 6,970

木　　造 6,391 255 6,136

非 木 造 1,746 14 1,732

木　　造 658,234 9,782 648,452

非 木 造 468,949 346 468,603

(㎡） 計 1,127,183 10,128 1,117,055

木　　造 16,033,261 14,470 16,018,791

非 木 造 19,624,847 1,388 19,623,459

（千円） 計 35,658,108 15,858 35,642,250

木　　造 24,358 1,479 24,703

非 木 造 41,849 4,012 41,877

（円） 計 31,635 1,566 31,907

 ８．家屋の概要に関する調

区　　　　　　　分 総　　数 提 示 平 均 価 額（円）

8,137 7,868
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269

　　実際免税点の額

計
提示平均価額

木造家屋

非木造家屋

単位当り価格

単位当り価格

納　税　義　務　者(人）

棟　　　　数

床　 面　 積

決 定 価 格

資料：平成26年度概要調書第21表、22表

　２００，０００円

木造家屋

非木造家屋

（棟）



増　減

年
度

項　目 木　　造 非　木　造 計 木　　造 非　木　造 計

棟数（棟） 48 5 53 41 2 43

面積（㎡） 6,061 543 6,604 2,650 104 2,754

㎡当り単価
（ 円 ）

66,305 74,777 67,002 12,397 12,827 12,414

決 定 価 格
（ 千 円 ）

401,877 40,604 442,481 32,853 1,334 34,187

棟数（棟） 63 9 72 54 6 60

面積（㎡） 6,907 995 7,902 3,964 440 4,404

㎡当り単価
（ 円 ）

67,678 72,379 68,083 10,232 12,752 10,484

決 定 価 格
（ 千 円 ）

467,641 70,353 537,994 40,559 5,611 46,170

棟数（棟） 47 20 67 50 6 56

面積（㎡） 6,511 7,292 13,803 2,891 512 3,403

㎡当り単価
（ 円 ）

65,811 70,032 68,041 12,690 35,734 16,157

決 定 価 格
（ 千 円 ）

428,495 510,675 939,170 36,686 18,296 54,982

棟数（棟） 67 17 84 68 6 74

面積（㎡） 7,379 2,549 9,928 5,159 703 5,862

㎡当り単価
（ 円 ）

62,431 72,711 65,070 10,858 39,395 14,280

決 定 価 格
（ 千 円 ）

460,676 185,340 646,016 56,017 27,695 83,712

棟数（棟） 63 33 96 68 12 80

面積（㎡） 7,408 27,401 34,809 5,124 1,039 6,163

㎡当り単価
（ 円 ）

62,337 80,389 76,547 11,362 43,411 16,765

決 定 価 格
（ 千 円 ）

461,791 2,202,726 2,664,517 58,218 45,104 103,322

.
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資料：平成26年度概要調書第31表～第34表

 ９．家屋の増減状況の推移

新　　　　増　　　　築 減　　　　　　　　　少

22

23

24

25

26



　　価 格 等 地　積　(千㎡） 決　定　価　格 課 税 標 準 額

床面積　（㎡） （千円） （千円）

宅　　　地 1,632 46,030,646 19,869,831

そ　の　他 542 1,651,668 1,157,334

小　　　計 2,174 47,682,314 21,027,165

344 3,312,546 1,026,174

2,518 50,994,860 22,053,339

466,887 12,391,589 12,391,589

311,877 14,247,660 14,247,660

778,764 26,639,249 26,639,249

77,634,109 48,692,588

 10．都市計画税に関する調（法定免税点以上）

　区　　分

農 地

宅
地
等

計

土
地

非 木 造 家 屋
家
屋

合　　　　　　　　　計

　　資料：平成26年度概要調書第53表、第54表

61

計

木 造 家 屋



（単位：千円）

課 税 標 準 の 特 例

規定を受けるもの

構 築 物 4,739,289 4,562,441 108,858 4,453,583

機 械 及 び 装 置 1,978,712 1,972,711 6,169 1,966,542

船 舶

航 空 機

車 両 及 び 運 搬 具 17,430 17,430 17,430

工具、器具及び備品 1,740,474 1,740,358 173 1,740,185

調 整 額

小           計 8,475,905 8,292,940 115,200 8,177,740

総務大臣が価格等を決

定し、配分したもの

都道府県知事が価格等を

決定し、配分したもの

小　　　　　　　計 21,019,342 20,119,777

29,495,247 28,412,717

内 町 分 の 額

訳 県 分 の 額

952,164

町
長
が
価
格
等
を
決
定
し
た
も
の

952,164

20,067,178

 11．償却資産の価格等に関する調

決　定　価　格 課 税 標 準 額

課　税　標　準　額　の　内　訳

左記以外のもの

19,167,613
法第
389
条関
係

種　　　　　　　　類
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　　資料：平成26度概要調書第70表

  法第743条第1項の規定により都道

　府県知事が価格等を決定したもの

合　　　　　　　　　計



価格 算定基準額 金額 団体数

1,569,764 341,934 4,787 1

（単位：千円）

算定標準額 交付金額 算定標準額 交付金額

1/6適用 204,266 2,859,700 2,859,700

1/3適用

2/5適用 137,668 1,927,300 1,927,300

0 0 341,934 4,787,000 4,787,000

（単位：千円・団体）
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（イ）国有資産等所在市町村交付金の状況

区　　　分

交　付　金

交付金額計

住宅以外のもの

住
宅
に
係
る
も
の

（注）1/6適用：小規模住宅用地、1/3適用：一般住宅用地、2/5適用：住宅及び住宅用地

　　　　資料：平成26年度概要調書第89表

 12．国有資産等所在市町村交付金の状況

（ア）調定の状況

区　　　　　　　分

国　有　資　産 公　有　資　産

貸
付
資
産

計



所　　　　　　　　　　在 21 22 23 24 25 26

中央台１丁目１４－１１ 68,700 68,700
東酒々井一丁目１－２１７ 64,600 63,600 63,300 62,600 62,100 62,000
中川字苗代場３２８ 60,200 59,200 59,000 58,100 57,700 57,600
本佐倉字北押出し２６３－１９６ 38,800 36,600 34,600 33,300 32,200 31,600
馬橋字中之尾余６７３－３（調整区域） 23,100 21,800 20,400 19,500 18,800 18,300
下岩橋字作畑２６２－７ 29,500 28,000 26,600 25,800 25,300 25,000
酒々井１６３２－７ 33,000 32,900

所　　　　　　　　　　在 21 22 23 24 25 26

中央台２丁目１４－１０ 68,600 67,600 66,600 66,300 66,300 66,300
上岩橋字岩崎３４８－５ 50,600 49,600 48,700 48,300 48,000 47,900
東酒々井四丁目４－１４５ 60,100 59,100 58,200 57,600 57,600 57,600
上本佐倉一丁目６－４ 34,200 32,300 31,100 30,000 29,600 29,500
尾上字馬場３５４（調整区域） 9,200 8,800 8,400 8,200 8,100 8,100

ふじき野一丁目　　　　　（町道2Ｂ－288号線付近） 34,200

59,700

47,200

中央台４丁目　　　　　　（町道02－008号線付近） 44,500

11,500

23,800上本佐倉一丁目　　　　  （国道51号線付近）

東酒々井一丁目　　　　  （町道01－007号線付近）

東酒々井三丁目　　　　  （町道2Ｂ－065号線付近）

東酒々井五丁目　　　　  （町道01－007号線付近）

54,000

38,500

40,500

25,500

尾上字柳作　　　　　　　（国道296号線付近）

酒々井字横町　　　　　　　（町道02－009号線付近）

21,900

5,700

41,300

33,700

12,800

12,400

本佐倉北押出し　　　　  （成城台団地）

馬橋字中之尾余　　　　  （町道3Ｂ－141号線付近）

評価額（円/㎡）

18,000

23,800

19,200

（単位：円/㎡）

■　県基準地価格（基準日：各年７月１日）

■　固定資産税基準地等評価額（平成26年1月1日）

 13．固定資産基準地等価格一覧表

■　地価公示価格（基準日：各年１月１日）

基　　　準　　　地　　　の　　　所　　　在
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柏木字鶴巻　　　　　　　（町道01－003号線付近）

下岩橋字溜ノ台　　　　  （町道01－001号線付近）

伊篠字大日　　　　　　　（国道51号線付近）

伊篠新田字井戸台　　    （町道2Ｂ－010号線付近）

中央台１丁目　　　　　　（町道01－006号線付近）

中央台２丁目　　　　　　（町道02－008号線付近）

17,900

6,500

13,500

（単位：円/㎡）

中川字埜原谷津　　　　  （国道51号線付近）

上岩橋字中川　　　　  　（町道02－005号線付近）

本佐倉南押出し　　　　  （町道3Ｂ－080号線付近）

墨字仲之尾余　　　　　  （町道3Ｂ－046号線付近）

酒々井字下宿　　　　　  （県道宗吾酒々井線付近）

上本佐倉字中宿　　　　  （町道02－011号線付近）


	０．表紙

	１・２・１固定資産税のあらまし

	１・２・２固定資産税のあらまし資料

	３・４．納税義務者数、土地家屋数

	５．調定額 収入額の推移

	６．土地の概要に関する調

	７．宅地に関する調

	８．家屋の概要に関する調
	９．家屋の増減状況の推移
	１０
．都市計画税に関する調
	１１
．償却資産の価格等に関する調
	１２
．国有資産等所在市町村交付金の状況
	１３
．固定資産基準地等価格一覧表 

